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（              ） 様（以下「ご利用者」といいます） 

（              ） 様（以下「代理人」といいます） 及び

認知症高齢者グループホーム富南の郷里 （以下「グループホーム」といいま

す）との間において、次のとおり認知症対応型共同生活介護利用契約を締結し

ます。 

 

第１条（契約の目的） 

１ グループホームは、ご利用者に対し、介護保険法令の趣旨にしたがって、認

知症高齢者グループホームサービスを提供し、ご利用者は、利用契約書・重

要事項説明書の定めを遵守して生活し、そのサービスに対する料金をグルー

プホームに支払うものとします。 

２ 代理人は、ご利用者と共にこの契約に基づく責務を履行するとともに、必要 

に応じてグループホームと協議し、ご利用者の生活と権利擁護に関わる行為 

を行います。 

 

第２条（契約期間） 

１ この契約の契約期間は、令和   年   月   日からご利用者の要介

護認定の有効期間満了日までとします。 

２ 契約満了日の２週間前までに、ご利用者からグループホームに対して書面に 

よる契約終了の申し出がないとき、かつ、ご利用者が要介護認定の再認定で 

要支援２並びに要介護度１～５となったとき、契約は自動的に更新されるも 

のとします。 

 

第３条（認知症対応型共同生活介護計画） 

グループホームは、次の各号に定める事項を介護支援専門員等に行わせます。 

① 利用者について解決すべき課題を把握し、ご利用者・代理人及びその他の

ご家族の意向を踏まえた上で、グループホームサービスの目標及びその達

成時期、サービス内容、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ

グループホームサービス計画を作成します。 

② 必要に応じてグループホームサービス計画を変更します。 

③ グループホームは、ご利用者・代理人及びその他のご家族の要望により、

適時グループホームサービス計画の説明をします。 

 

第４条（グループホームサービスの内容） 

１ グループホームは、認知症対応型共同生活介護計画に沿って、ご利用者に対

し居室、食事、介護サービス、その他介護保険法令の定める必要な援助を提



供します。また、認知症対応型共同生活介護計画が作成されるまでの期間も、

ご利用者の希望、状態等に応じて、適切なサービスを提供します。 

２ ご利用者が、利用できるサービスの種類は【重要事項説明書】のとおりです。

グループホームは、【重要事項説明書】に定めた内容について、ご利用者及

び代理人に説明します。 

３ グループホームは、サービス提供にあたり、ご利用者又は他の入居者等の生

命又は身体を保護するための場合を除き、身体的拘束を行いません。また、

やむを得ず拘束を必要と判断したときは、ご利用者又は代理人の同意の基に

行います。 

 

第５条（要介護認定の申請に係る援助） 

１ グループホームは、ご利用者が要介護認定の更新申請を円滑に行えるようご

利用者を援助します。 

２ グループホームは、ご利用者又は代理人が希望するときは、認定期間満了に

ともなう更新申請を代行します。また、ご利用者の介護状態の変化にともな

う申請を行います。 

 

第６条（サービス提供の記録） 

１ グループホームは、グループホームサービスの提供に関する記録を作成する

こととし、これをこの契約終了後5年間保管します。 

２ ご利用者又は代理人は、ご利用者に関する第１項のサービス実施記録を閲覧

できます。 

３ ご利用者又は代理人は、ご利用者に関する第１項のサービス実施記録の複写

物の交付を実費相当額にて受けることができます。 

 

第７条（料金） 

１ ご利用者又は代理人は、サービスの対価として【重要事項説明書】に定める

利用単位毎の料金をもとに計算された月ごとの合計額を支払います。 

２ グループホームは、当月の料金の合計額の請求書に明細を付して、翌月１０

日までにご利用者又は代理人に通知します。 

３ ご利用者又は代理人の希望により、当月の利用請求額を翌月２７日（指定の

銀行等が、休日等の場合は翌営業日）に、指定した口座より、預金口座振替

による自動引落としの方法で施設に支払います。(引落事務手数料月額220

円（税込み）別途費用としてかかります。) 

４ グループホームは、ご利用者又は代理人から料金の支払いを受けたときは、

ご利用者に対し領収書を発行します。 



５ ご利用者が要介護認定で非該当（自立）及び要支援１になったとき、退所先

が未定でグループホームでの生活がやむを得ないときは、グループホーム利

用によるサービスは介護保険適用外となりますので、すべて自費負担となり

ます。 

 

第８条（契約の終了） 

１ ご利用者又は代理人は、２週間の予告期間をおいてグループホームに文書で

通知することにより、この契約を解約することができます。 

２ 次の事由に該当したときは、グループホームはご利用者に対して、３０日間

の予告期間をおいて文書で通知することにより、この契約を解約することが

できます。  

①  ご利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく遅延し、料金  

  を支払うよう催告したにもかかわらず２ヶ月分が滞納となったとき 

② ご利用者が病院又は診療所に入院し、明らかに２ヶ月以内に退院できる 

見込がないとき、又は入院後２ヶ月経過しても退院できないことが明ら 

かになったとき（なお、入院中におきましても、在籍中は家賃・共益費・ 

水光熱費等の支払いが生じます。） 

③  ご利用者・代理人又はその他のご家族が、グループホーム・同職員又は 

他の入居者に対して、この契約を継続し難い程の背信行為を行ったとき 

④  やむを得ない事情によりグループホームを閉鎖又は縮小するとき 

３ ご利用者が要介護認定の更新で非該当（自立）及び要支援１と認定されたと

き、所定の期間の経過をもってこの契約は終了します。ただし、退所先が未

定ですべて自費にての支払を希望する方は除きます。 

４ 次の事由に該当したときは、この契約は自動的に終了します。 

①  ご利用者が他の介護保険施設等に入所及び入院したとき 

 ②  ご利用者が死亡若しくは被保険者資格を喪失したとき 

 

第９条（退所時の援助） 

グループホームは、契約が終了し、ご利用者が退所する際には、ご利用者・

代理人及びその他のご家族のご希望により、ご利用者が退所後に置かれること

となる環境等を勘案し、円滑な退所のための必要な援助を行います。 

 

第１０条（秘密保持） 

１ グループホーム及び同職員は、サービス提供をする上で知り得たご利用者・

代理人及びその他のご家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らし

ません。この守秘義務は契約終了後も同様です。 



２ ご利用者又は代理人は、ご利用者のグループホームサービス計画作成のため、

及び退所時の居宅介護計画作成のため、他の居宅介護支援事業者・サービス

提供者・サービス担当者会議においてご利用者・代理人及びその他のご家族

の個人的情報を用いることに同意します。 

 

第１１条（賠償責任） 

１ グループホームは、サービスの提供にともなって、グループホームの法的根

拠のある責めに帰すべき事由によりご利用者の生命・身体・財産に損害を及

ぼしたときは、ご利用者に対してその損害を賠償します。 

２ ご利用者及び代理人は、サービスの利用にともなって、ご利用者・代理人 

又はその他のご家族の責めに帰すべき事由により、他のご利用者の生命・身

体・財産に損害を及ぼしたとき、グループホームの運営・財産等に損害を及

ぼしたとき、同職員の生命・身体・財産に損害を及ぼしたときは、その損害

を賠償します。 

 

第１２条（緊急時の対応） 

グループホームは、ご利用者の健康状態が急変したとき、その他必要なとき

は、救急救命を最優先とするため、１１９番通報と共に主治医又は当事業所業

務提携の医師への連絡。さらに、あらかじめ届けられた連絡先へ可能な限り速

やかに連絡し必要な処置を行います。但し、ターミナル時においてはその限り

ではない。 

 

第１３条（相談・苦情対応） 

グループホームは、ご利用者・代理人及びその他のご家族からの相談、苦情

等に対応する窓口を設置し、グループホームの設備又はサービスに関するご利

用者の要望、苦情等に対し、迅速に対応します。 

 

第１４条（本契約に定めのない事項） 

１ ご利用者・代理人及びグループホームは、信義誠実をもってこの契約を履行

するものとします。 

２ この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定める

ところを尊重し、ご利用者・代理人及びグループホームが誠意を持って協議

のうえ定めます。 

 

第１５条（裁判管轄） 

この契約に関してやむを得ず訴訟となる時は、ご利用者・代理人及びグルー



プホームは、グループホームの住所地の裁判所を第一審管轄裁判所とすること

に予め合意します。 

この契約書は、今後、厚生労働省の通達等により契約内容に変更が生じると

きは、ご利用者及び代理人へご通知します。 

前記の契約を証するため、本書２通を作成し、ご利用者・代理人及びグルー

プホームが署名押印の上、１通ずつ保有するものとします。 

 

契約締結日   令和    年     月    日 

 

契約者氏名 

 

サービス提供者 

指定番号     静岡県  第2270600493号 

＜提供者名＞  指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護                    

 グループホーム 富南の郷里 

＜住  所＞  静岡県三島市安久６６０番地の１０ 

＜管理者名＞       若 林  幸 喜         印 

 

ご利用者 

＜住  所＞                     電話 

 

＜氏  名＞                         印 

  

身元引受人（代理人並びに代筆者） 

＜住  所＞                     電話 

 

＜続柄氏名＞                        印 

契約書の説明者 

＜事業所名＞ 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

グループホーム 富南の郷里 

＜住  所＞ 静岡県三島市安久６６０番地の１０   

電話 055-982-1019    FAX 055-977-6662 

                           

＜職・氏名＞   管理者    若 林  幸 喜      印 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

グループホーム 富南の郷里 
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重要事項説明書 
 

 

当事業所は、ご契約者に対して指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護

サービス等を提供します。事業所の概要やサービスの内容、契約上ご注意いた

だきたいことを、次の通り説明いたします。 

 

１ 事業者の概要 

① 法 人 名 ： 有限会社 富 南 

② 法 人 所 在 地 ： 三島市安久３０２番地の３ 

③ 電 話 番 号 ： ０５５－９８２－０７７０ 

④ 代 表 者 氏 名 ： 代表取締役 秋山 信治（法令遵守責任者） 

⑤ その他の関連事業所 

（介護予防）訪問介護事業    ヘルパーステーション やすひさ(三島市) 

（介護予防）居宅介護支援事業  居宅介護支援事業 やすひさ(三島市) 

サービス付き高齢者向け住宅   Grand Person ふなんさん家
ち

(三島市) 

サービス付き高齢者向け住宅   Ｇrand Person  やすひさ（三島市） 

住宅型有料老人ホーム      Grand Person  やすひさ（三島市）  

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業  グループホーム まみや (函南町) 

（介護予防）通所介護事業    デイサービス ふなん (函南町) 

 

２ 事業所の概要 

➀サービスの種類 ：  （介護予防）認知症対応型共同生活介護 

② 介護保険指定番号 ： ２２７０６００４９３ 

③ 指定年 月 日  ：  平成 17 年 3 月 １日 

④ 事 業 所 の 名 称 ： グループホーム 富南の郷里 

⑤ 事業所の所在地 ： 三島市安久６６０番地の１０ 

⑥電 話 番 号 ： ０５５-９８２-１０１９ （FAX 055-977-6662） 

⑥ 管 理 者 職 氏 名 ： 管理者    若 林  幸 喜  

⑦ 事業所の利用定員 ： 合計１８名 

 

３ 共同生活介護の目的及び運営方針 

（1） 事業所の理念･目的  

“ゆったりと､ゆっくりと､第三の人生を供に歩む”を理念とし、適正なサー

ビスの提供により、地域と共に高齢者福祉向上に貢献することを目的とします。 



（2） 事業所の運営方針 

家庭にかわる暮らしの場と介護サービスを提供することで、認知症高齢者 

家族の、身体面・精神面・社会面の負担を軽減し、入居者の一人一人が、地

域の中であたりまえに暮らしながら、明るく・自由に・楽しく・尊厳を持っ

て生きることを支援し、可能な限り自立して日常生活を営むことが出来るよ

う温かいサービスの提供に努めます。 

（３）サービス利用のために 

事項 有無 備考 

従業員への研修の実施 
○ 

グループホーム内外での研修の実施

及び参加 

サービスマニュアルの作成 ○ 各種業務マニュアル等 

身体的拘束のルール 
○ 

厚生労働省ガイドラインによる 

（原則禁止） 

 

４ 建物の構造･規模 

構       造      軽量鉄骨２階建   

敷 地 面 積    ８７７.００㎡   

床  面  積    ５１６.２６㎡   

（1）当グループホームの職員体制  

 管理者            １人（常勤職員） 

 計画作成担当者        ２人（うち１名は介護支援専門員） 

管理者・計画作成者は都道府県・指定都市の行う「認知症介護実務者研修並

びに管理者研修」を終了している者が事業所の従事者の管理及び業務の管理を

一元的に行なうとともに、利用者の心身の特性をもとに援助の目標や目標達成

のためのサービスや計画作成を行なう。      

 介護職員            

通常日中活動時間、利用者様３名に対し１名以上配置。 

 事務員            １人 

 看護師            １人 

介護職員は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立と支援を行う。 

看護師は、利用者の体調管理を行う。 

（2）当グループホームの設備の概要 

定員 １８名 居間・食堂 2室 

居室  １人部屋 (10.21㎡ ) １８室 台所 2室 

トイレ 6箇所 浴室 2室 

洗濯室・脱衣所 2室 事務室 １室 



洗面所 7箇所 休憩室 １室 

相談室 １室 共有倉庫 ３個 

 

５ サービスの概要 

① 食事サービス ・調理介助 ・食事介助 

② 排泄等    ・排泄介助 ・見守り   ・紙おむつ等交換 

③ 入浴等    ・清拭   ・一般浴介助 

④ 身辺介助等  ・体位変換 ・移動介助  ・衣類の着脱   ・身だしなみ 

⑤ 生活援助等  ・買い物等 

⑥ 生活サービス ・家事   ・清掃    ・洗濯      ・相談   

６ 緊急時の対応 

① グループホームは、ご利用者の健康状態が急変したとき、その他必要なと

きは、救急救命を最優先とするため、１１９番通報と共に主治医又は当事

業所業務提携の医師への連絡。さらに、あらかじめ届けられた連絡先へ可

能な限り速やかに連絡し必要な処置を行います。但し、ターミナル時にお

いてはその限りではない。 

② 事故や災害等が発生した場合には、利用者及びご家族等本人の希望する連

絡先に緊急連絡し、適切に対処すると共に必要な措置を行います。 

７ 料金 

➀  表１（例）グループホーム利用料のみ（１日につき） 

 

 

 

単位数 

 

利用料金 

介護保険適用自己負担額 

1割負担 2割負担 3割負担 

要支援 2 749単位 ￥7,594 ￥759 ￥1,518 ￥2,277 

要介護 1 753単位 ￥7,635 ￥763 ￥1,526 ￥2,289 

要介護 2 788単位 ￥7,990 ￥799 ￥1,598 ￥2,397 

要介護 3 812単位 ￥8,233 ￥823 ￥1,646 ￥2,469 

要介護 4 828単位 ￥8,395 ￥839 ￥1,678 ￥2,517 

要介護 5 845単位 ￥8,568 ￥856 ￥1,712 ￥2,568 

上記のほか加算があります。介護保険適用自己負担額は合計単位数を求めて

の単位に地域区分の10.14円を乗じてからの自己負担（1割）分となります。  

※三島市は地域区分が「７級」であるため、単位数に10.14円を乗じた金額が料金となっ

ています。なお、自己負担は、料金の1割～3割です。 

※上記料金は、1回あたりの目安を表示したものです。1ヶ月の合計で計算した場合、小数

点以下の端数処理の関係で、差異が生じる場合があります。 

 

 



☑レ点は、基本料金以外の提供加算となります。 

☑ 初期加算  ３０単位/日３０日間 

〈加算要件〉入居後３０日間は、１日あたり30単位が加算となります。又、30日を超え

る病院又は診療所への入院の後に再び入居した場合に必要となります。 

その他、下記の加算については、当該事業所が厚生労働省の定める加算要件

が整った場合に限り必要となります。 

☑ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰロ）サービス別加算率 ２２．８％ 

〈加算要件〉介護職員のキャリアアップの仕組みを作ったり、職場環境の改善を行ったり

した事業所に対して支給される加算です。 

☑ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ） １０単位／月 

〈加算要件〉利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラ

インに基づいた改善活動を継続的に行っていること。 

   見守り機器等のテクノロジーを1つ以上導入していること。 

   1年以内ごとに1回、業務改善の取り組みによる効果を示すデータの提供を行うこと。 

☑ 医療連携体制加算Ⅰハ ３７単位／日   

〈加算要件〉当該事業所において、「看取りに関する指針(重度化した場合における対応に

係る指針)」を整備し、看護師を配置した場合、若しくは、契約により訪問看

護ステーション等(医療機関)の看護師により利用者の日常的な健康管理や医 

療機関(主治医)との連絡調整を行える体制が整った場合に必要となります。 

☑ 口腔衛生管理体制加算  ３０単位／月 

〈加算要件〉歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が介護職に口腔ケアに係る

技術的助言及び指導を月1回以上行っている場合に必要となります。 

☑ 口腔・栄養スクリーニング加算  ２０単位／回（６月に１回を限度） 

〈加算要件〉グループホームの従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔

及び栄養の状態について確認を行い、当該利用者の口腔・栄養の状態に関

する情報を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

☑ 科学的介護推進体制加算（ＬＩＦＥ）  ４０単位／月 

〈加算要件〉利用者ごとの基本情報の登録を行うことにより必要になります。 

       ＡＤＬ、栄養状態、口腔、嚥下機能、認知症等３ヶ月に１回の登録が必要。 

☑ 看取り介護加算 １   ７２単位／日  (死亡日以前31日以上45日以下) 

    看取り介護加算 ２  １４４単位／日  (死亡日以前 4日以上30日以下) 

    看取り介護加算 ３  ６８０単位／日  (死亡日前日及び前々日) 

    看取り介護加算 ４ １２８０単位／日  (死亡日) 

〈加算要件〉医師(主治医)が、医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断し、利用者又

はその家族等の同意を得て、当該事業所が整備する｢看取りに関する指針｣に

定める介護計画に基づき介護を行うことの同意を得た場合に必要となります。 



☑ サービス提供体制加算(Ⅰ) ２２単位／日 

<加算要件>当該事業所の介護従事者の総数のうち、介護福祉士の資格を有する者の占める

割合が70％以上又は勤続10年以上の介護福祉士の割合が25％以上配置され、厚生労働

省の定める人員基準に適合している体制が整った場合に必要となります。 

☐ サービス提供体制加算(Ⅱ) １８単位／日  

〈加算要件〉当該事業所の介護従事者の総数のうち、介護福祉士の資格を有するものの占

める割合が60％以上配置され、厚生労働省の定める人員基準に適合している

体制が整った場合に必要となります。 

☐ サービス提供体制加算(Ⅲ)  ６単位／日  

〈加算要件〉当該事業所の介護従事者の総数のうち、介護福祉士の資格を有するものの占

める割合が50％以上又は看護、介護従事者の総数のうち、常勤職員の占める

割合が75％以上配置あるいは、勤続7年以上30％以上配置され、厚生労働省

の定める人員基準に適合している体制が整った場合の必要となります。 

☐ 夜間支援体制加算(Ⅱ)２ユニット以上 ２５単位／日  

〈加算要件〉夜間及び深夜の勤務帯を通じて介護職員を１ユニット１名配置することに加

えて、夜勤を行う介護従業者又は宿直勤務を行う者を１名以上配置した場合

に必要となります。 

☐ 認知症行動緊急対応加算 ２００単位／日(入居日から7日間)  

〈加算要件〉医師が、認知症の行動･心理状態が認められるために在宅での生活が困難であ

り、緊急に指定認知症対応型共同生活介護を利用することが適当であると判

断し、入居した場合に必要となります。 

□ 若年性認知症受入加算 １２０単位／日 

〈加算要件〉若年性認知症利用者の方を受け入れ、個別の担当者を定め介護を行った場合

に必要となります。 

☑ 利用者の入院期間中の体制    ２４６単位/日  （1月に6日迄） 

〈加算要件〉利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合、入院後三ヶ月以内に

退院する事が明らかに見込まれる時はその者及び家族の希望を勘案し必要に

応じ再び入居する体制が整った場合に必要となります。 

＊償還払いでのご利用者は、表１の１日あたりの利用料金全額をグループホームに

支払い、後日保険者よりグループホーム利用料の９割が償還されます。 

＊介護保険適用以外のご利用者は、表１の１日あたりの利用料金全額負担です。 

②食材料費等（調味料、非常食等） 

＊月額(30日)６７，０５０円（１日あたり￥２，２３５の日割り）です。 

朝食：７４５円 / 昼食：７４５円 / 夕食：７４５円 

（ おやつ代は食費に含まれております ） 



※食事のキャンセルの際は7日前迄にお知らせください。 

  （ ソフト食・ムース食等も同金額とさせていただきます ）       

③家賃 

＊月額(30日)５４，０００円（１日あたり￥１，８００の日割り）です。

④保証金（預り敷金） 

＊入居時２００，０００円です。 

＊退居時に居室の原状回復費（自社居室クリーニング代等）及び  

家賃・水道光熱費・共益費等その他、滞納時に充てるものとします。 

⑤水道光熱費 

＊月額(30日)１８，０００円（１日あたり￥６００の日割り）です。 

⑥共益費（消防・エレベーター点検・清掃・害虫駆除等） 

＊月額(30日)２１，０００円（１日あたり￥７００の日割り）です。 

⑦預金管理費 

＊月額    １，５００円（任意） 

＊本人名義の口座を開設して頂いた後、印鑑・通帳を預かり入出金管理を

いたします。 

入金については、ご家族・年金・通帳の利子等の管理となります。 

出金については、介護保険費用自己負担分・食材料費等・家賃・水道光熱 

費・共益費・預金管理費・理美容代等の管理となります。 

年に４回の明細をご利用者又はご家族に報告いたします。 

➇サービスの提供に関する記録等の複写費一枚あたり１０円です。        

（基本：A4白黒コピー） 

⑨オムツ等が必要になった場合には、実費相当分を徴収します。 

⑩理美容代実費となります。 

※前記③・⑤・⑥について、入退居時においてはその月の日数で除した日額計算となります。 

 

８ 利用料金のお支払い方法 

  前項の利用料金及び費用等は、毎月末日締めにてご請求いたします。2７日

までに現金持参若しくは振込（振込料は利用者負担）・自動引落口座振替

（利用手数料は利用者負担）にてお支払い頂きます。 

(ア) 現金でのお支払いのみ領収証を発行します。 

 

９ 入退居の手続き 

（１）入居手続き 

まずは、お電話等でお申し込みください。居室に空きがあればご入居いただ



けます。入居と同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。 

＊居宅サービス計画の作成を依頼しているときは、事前に介護支援専門員等 

とご相談ください。 

＊サービスのご利用にあたっては、主治医による認知症の診断ほか健康診断 

書又は誕生月検診の写し、感染症・伝染病証明書の提出をお願いします。 

＊医療行為を必要とされる方については対応が難しい場合がございますので、

ご相談させて頂きます。 

（胃ろう、夜間の痰吸引、インシュリン注射、中心静脈栄養、経鼻経管栄養等） 

（２）退居手続き 

①ご利用者又は代理人は、２週間の予告期間をおいてグループホームに文書

で通知することにより、この契約を解約し、退所することができます。 

②次の事由に該当したとき、グループホームは、ご利用者に対して、３０日

間の予告期間をおいて文書で通知することにより、この契約を解約し退居

を求めることができます。 

・ご利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく遅延し、料金を支

払うよう催告したにもかかわらず２ヶ月分が滞納となったとき 

・ご利用者が病院又は診療所に入院し、明らかに２ヶ月以内に退院できる見

込がないとき又は入院後２ヶ月経過しても退院できないことが明らかにな

ったとき 

・ご利用者が、グループホームやサービス従業者又は他の入所者に対して、

この契約を継続し難いほどの背信行為を行ったとき 

・やむを得ない事情によりグループホームを閉鎖又は縮小するとき 

・身体的、精神的な事由により、認知症高齢者グループホームでの生活が困

難になったとき 

③ご利用者が要介護認定の更新で非該当（自立）又は要支援１と認定された

とき、所定の期間の経過をもってこの契約は終了します。 

ただし、退居先が未定で、すべて自費にての支払を希望する方は除きます。 

④次の事由に該当したときは、この契約は自動的に終了し退所となります。 

・ご利用者が他の介護保険施設に入所及び入院したとき 

・ご利用者が死亡若しくは被保険者資格を喪失したとき 

 

10 非常災害時の対策 

非常災害に際して、日頃から必要に応じて避難訓練を実施します。また、火

災は自動火災報知器により察知し、非難誘導に従いご利用者の安全を確保し

ます。 

 



・防災時の対応防災計画による 

・防災設備 スプリンクラー・自動火災報知設備・火災通報装置 

・煙感知器・消火器・誘導灯等設置 

・防災訓練 年２回（訓練内容は消防署へ提出） 

・防火管理責任者 氏名 若林 幸喜 

 

11 グループホーム利用に当たっての留意事項 

・面会 

面会時間は、午前９時～夜６時までの間で、他のご利用者に迷惑がかからな

いようにお願いします。 

・外出、外泊 

基本的に自由ですが、事前に連絡して管理者の許可を得ることとし、食事の

予定を止めたり、薬の準備等がありますので早めにご連絡下さい。また、外

泊は原則として1泊2日までとし、ご利用者の体調等により中止をお願いする

こともあります。 

・飲酒、喫煙 

ご利用者の中に医師等の指示で飲酒ができない方が入居されているときは、

制限をします。喫煙はご遠慮下さい。 

・設備、器具の利用 

ご利用者のための設備等はご自由にお使い下さい。 

・預かり金の管理 

代理人承諾の上、必要最小限の金額（上限１００，０００円）範囲とし、1回

の預かり金の6％の管理費を頂き、身の周りの物、理美容代等にあて管理しま

す。出金がある時は、毎月末のご請求時に入居者又は、ご家族様に報告しま

す。 

・所持品の持ち込み 

グループホーム内には、あまり所持品を管理する場所がありませんので、で

きる限りご家族・代理人等で管理をお願いします。 

・病院への受診 

定期的な受診については、主治医のいらっしゃる病院へご家族・代理人等で

対応をお願いします。火急な場合については、この限りではありません。 

 その場合、救急車同乗後の職員の移動費（病院から戻る際のタクシー代）に 

 ついてはご負担頂きます。 

 事業所提携医療機関への受診対応について、ご家族様での対応が難しい場合

はご相談ください。事業所提携医療機関以外への受診対応については、自費

サービスとして対応致しますので、ご相談下さい。 



 ※１，５００円／３０分（対応職員１名につき） 

・宗教活動 

他のご利用者へ迷惑がかからなければ自由です。 

・ペット 

禁止とします。 

 

12 秘密保持 

（１） グループホーム及び同職員は、サービス提供をする上で知り得たご利用

者・代理人及びその他のご家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に

漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。 

（２） ご利用者又は代理人は、ご利用者のグループホームサービス計画作成の

ため、及び退居時の居宅介護計画作成のため、他の居宅介護支援事業者

サービス提供者・サービス担当者会議においてご利用者・代理人及びそ

の他のご家族の個人的情報を用いることに同意します。 

 

13 賠償責任 

（１） グループホームは、サービスの提供にともなって、グループホームの法

的根拠のある責めに帰すべき事由によりご利用者の生命・身体・財産に

損害を及ぼしたときは、ご利用者に対してその損害を賠償します。 

（２） ご利用者及び代理人は、サービスの利用にともなって、ご利用者・代理

人又はその他のご家族の責めに帰すべき事由により、他のご利用者の生

命・身体・財産に損害を及ぼしたとき、グループホームの運営・財産等

に損害を及ぼしたとき、同職員の生命・身体・財産に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償します。 

 

14 サービス内容に関する相談・苦情 

【事業所の相談・苦情係】 

担当者  管理者兼計画作成担当者  若 林  幸 喜    

電話  ０５５－９８２－１０１９ 

統括苦情相談窓口    有限会社 富  南  

           電話  ０５５－９４１－７２７３ 

【その他の苦情・相談窓口】 

  三島市福祉 介護課  

電話  ０５５－９８３－２６０７ 

静岡県健康福祉部福祉長寿局福祉指導課 

           電話  ０５４－２２１－２９７９ 



静岡県国民健康保険団体連合会 

           電話  ０５４－２５３－５５９０ 

 

15 協力医療機関 

いづの里クリニック      診療科目：内科・循環器科 

北伊豆往診クリニック     診療科目：泌尿器科・内科 

その他 

泉デンタルクリニック     診療科目：歯科 

 

1６ 連携介護施設        ：介護老人保健施設 梅名の里 

 

17 第三者評価の実施 有 無 実施年月日  R 7 年 3 月 5 日 

実施評価機関       静岡タイムエージェント           

ワムネット登録 / グループホーム玄関に掲示 

 

附則  

 平成１７年 ３月 １日 

 平成１８年 ４月 １日  改訂 

 平成２１年 ４月 １日  改訂 

 平成２３年１１月 １日  改訂 

 平成２４年 ４月 １日  改訂 

 平成２４年１２月 １日  改訂 

 平成２６年 ４月 １日  改訂 

 平成２６年１１月 １日  改訂 

 平成２７年 ４月 １日  改訂 

 平成２９年 １月２３日  改訂 

 平成２９年 ４月 １日  改訂 

 平成３０年 ４月 １日  改訂 

 令和 元年 ８月２２日  改訂 

 令和 元年１２月１０日  改訂 

 令和 ２年 ４月 １日  改訂 

 令和 ３年 ４月 １日  改訂 

 令和 ４年 ４月 １日  改訂 

 令和 ４年１０月 １日  改訂 

 令和 ６年  ４月 １日  改訂 

 令和 ６年 ６月 １日  改訂 



 令和 ６年１１月 １日  改訂 

 令和 ７年 ７月 １日  改訂 

 令和 ８年 ３月 １日  改訂 

 令和 ８年 ６月 １日  改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

契約する場合は、以下の確認を行います。 

 

令和   年   月   日 

 

認知症高齢者グループホーム入居にあたり、ご利用者及び代理人に対して

本書面に基づいて重要な事項を説明しました。 

 

 

【サービス提供者】 

 

所在地     静岡県三島市安久６６０番地の１０ 

名称      認知症高齢者グループホーム 富南の郷里 

          管理者      若 林  幸 喜    印 

 

説明者                           印 

 

 

私は、本書面により、サービス提供者からグループホームについての重要

事項の説明を受け、（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスの利用

開始に同意しました。 

 

【ご利用者】 

 

住所 

 

氏名                            印 

 

【身元引受人（代理人並びに代筆者）】 

 

住所 

 

氏名                            印 

 

 



個 人 情 報 の 使 用 に 係 る 同 意 書 

私（利用者及びその家族等）の個人情報については、「グループホーム富南の郷里」に対して、

必要最小限の範囲内で使用又は提供することを、下記に記載する内容で同意します。 

記 

１ 使用する目的 

① 利用者に関わる、居宅サービス計画並びに介護サービス計画を立案するための、サービス

担当者会議等での情報提供。 

② 介護支援専門員と介護サービス事業者との連絡調整において必要となった場合。 

③ サービス提供困難時における事業者間との連絡･紹介等の場合。 

④ 利用者に介護サービスを提供しているほかの介護サービス事業者等と連携する場合。 

⑤ 利用者に医療上緊急の必要性が生じた場合において、主治医等へ連絡する場合。 

⑥ 利用者の心身の状況等を家族に説明する場合。 

⑦ 介護保険業務に関する情報提供の場合。 

⑧ 事業所において、学生等への実習をする場合。 

２ 利用期間 

  サービス提供契約期間に準ずるものとします。 

３ 使用条件 

① 個人情報の提供は、必要最小限としサービス提供に関わる目的以外には使用しません。ま

た、提供された個人情報は決して第三者に漏らしません。この守秘義務は利用期間終了後

も継続します。 

② 個人情報を使用した会議内容や相手方等について、経過を記録しておくこととします。 

※ 個人情報とは、利用者個人およびその家族等に関する情報であって、特定の個人が識

別され、又は識別され得るものを言います。 

令和  年  月  日 

【事業者】   事業所の住所  三島市安久 660 番地の 10 

    事業所の名称    グループホーム 富南の郷里 

    責任者職氏名    管理者     若 林  幸 喜     殿 

 

【利用者】   利用者の住所                                    

         

利用者の氏名                               印 

   

【身元引受人】 住所                                          

（代理人並びに代筆者） 

氏名                      印 


